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1. 件名 

万能試験機の購入 

 

2. 目的 

  1F・機構バックエンド対策推進研究の実施にあたり、セメント系材料の圧縮強度値を取得

するために必要であるため、万能試験機を購入する。 

 

3. 購入品仕様 

(1) 万能試験機 島津製作所製 UH-F500KNX C1 ：1 台 

・試験機本体の最大負荷能力は 500kN 以上であること。試験力測定精度は、2-500kN の範

囲において指示値の 1%以内であること。 

・試験力測定の過程でデータの欠損が無いよう、試験力精度を保証する定格の全範囲にお

いてレンジレスであること。 

・有効試験空間（つかみ具間距離）は 900mm 以上であること。 

・破断感度を任意に設定可能な、破断検出機能を有すること。 

・載荷速度は任意に設定可能で、最大 65mm/min 以上であること。 

・電源容量は 8kVA 以下であること。 

・セメント供試体のひずみ測定可能な拡張性を有すること。 

・ケミカルアンカー等を用いて床面に固定すること。 

 

(2) 曲げ試験用治具 島津製作所製 型番 S343-02544-17：1 式 

・JISR5201 に基づいたセメント供試体の曲げ試験が可能な治具を有すること 

・(1)項の万能試験機に取り付け可能であること。 

 

(3) 圧縮試験用治具 島津製作所製 型番 S343-01174-09 ：1 式 

・最大直径 120ｍｍ以上の球座式圧盤を有すること。 

・(1)項の万能試験機に取り付け可能であること。 

 

(4) 制御用 PC ：1 式 

・Windows11 以上の OS を搭載し、(1)項の万能試験機を制御できること。 

 

相当品は可とする。 

 

4. 納期 

令和 8 年 2 月 27 日（金） 
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5. 納入場所及び納入条件 

(1) 納入場所 

茨城県那珂郡東海村大字村松 4 番地 33 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル工学研究所 

BE 資源・処分システム開発部 廃棄体化技術開発課 

地層処分基盤研究施設（試験棟） 指定場所 

(2) 納入条件 

据付調整後渡し 

 

5.（1）項に示す納入場所に、万能試験機の搬入・据付を行うこと。また、据付調整については

担当者と十分に協議し、保安上必要な措置を行うこと。 

 

6. 支給品 

(1) 本装置の稼働に必要な電気等のユーティリティ 

(2) 据付作業に必要な電気等のユーティリティ 

 

7. 検収条件 

「5.（１） 納入場所」に本装置を搬入・据付後、員数検査、外観検査、機能検査の合格並びに

原子力機構が仕様書の定める業務が実施されたと認めた時を以て、業務完了とする。 

検査項目 検査方法 判定基準 

員数検査 目視による 不足の無いこと。 

外観検査 目視による 有害な傷、変形がないこと 

機能検査 目視による 装置が正常に稼働すること。 

使用方法について説明があること。 

 

8. 検査員 

(1)  一般検査 管財担当課長 

 

9. 適用法規・規格基準 

(1) 労働基準法 

(2) 労働安全衛生法 

(3) その他関係法令等 

(4) その他原子力機構が定める規定、基準 
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10. 特記事項 

(1) 受注者は原子力機構が原子力の研究・開発を行う機関であるため、高い技術力及び高い

信頼性を社会的にもとめられていることを認識し、原子力機構の規程等を遵守し安全性に

配慮し業務を遂行しうる能力を有する者を従事させること。 

(2) 受注者は業務を実施することにより取得した当該業務及び作業に関する各データ、技術情

報、成果、その他のすべての資料及び情報を原子力機構の施設外に持ち出して発表もしく

は公開し、または特定の第三者に対価をうけ、もしくは無償で提供することはできない。ただ

し、あらかじめ書面により原子力機構の承認を受けた場合はこの限りではない。 

(3) 受注者は異常事態等が発生した場合、原子力機構の指示に従い行動するものとする。 

 

11. 安全管理 

(1) 作業現場の安全衛生管理は、法令に従い受注者の責任において自主的に行うこと。 

(2) 受注者は、作業着手に先立ち原子力機構と安全について十分に打合せを行った後着手す

ること。 

(3) 作業中は、整理整頓を心掛ける等、安全及び衛生面に十分留意すること。 

(4) 受注者は、本作業に使用する機器、装置の中で地震等により安全を損なう恐れのあるもの

については、転倒防止策等を施すこと。 

 

12. グリーン購入法の推進 

 本契約において、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）

に適合する環境物品（事務用品、ＯＡ機器等）の採用が可能な場合は、これを採用するものと

する。 

 

13. 協議 

 本仕様書に記載されている事項及び本仕様書に記載のない事項について疑義が生じた場

合は、原子力機構と協議の上、その決定に従うものとする。 

 

14. その他 

(1) 現地作業は原則、原子力機構の就業時間内とする。やむを得ず時間外作業を行う場合は、

予め原子力機構の了承を得るとともに所定の手続きを行うこと。 

(2) 受注者は原子力機構が伝染性の疾病（新型コロナウイルス等）に対する対策を目的として

行動計画等の対処方針を定めた場合は、これに協力するものとする。 

(3) 受注者は原子力機構施設へ購入品を設置する際に異常事態が発生した場合、原子力機

構の指示に従い行動するものとする。また、契約に基づく作業等を起因として異常事態当が

発生した場合、受注者がその原因分析や対策検討を行い、主体的に改善するとともに、受

注者による原因分析や対策検討の結果について原子力機構の確認を受けること。 

 

以上 


